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東久留米駅東口第二地区地区計画 運用基準 

 

令和３年３月改訂 

 

Ⅰ 目的 

 この運用基準は、「東久留米駅東口第二地区地区計画」の地区整備計画の運用を円滑に行うためこ

れを定める。 

 

Ⅱ 地区整備計画の内容及び運用基準 

１．建築物等に関する事項 

（１）建築物等の用途の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

建築基準法別表第二に定める用途地域内の建築物の制限に加え、本規定に掲げる建築物は建築する

ことはできない。 

 

【用語の説明】 

※１ 東久留米駅神山線 

※２ 住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物・・水道、ガス、電気等の設備があり、

人が居住することができる建築物のことをいう。ただし、エントランス、階段、機械室、管理諸室

等は除く。 

地区整備計画 

商業・業務地区－１、商業・業務地区－２ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

（1）倉庫業を営む倉庫 

（2）工場（自家販売食品製造業を除く。） 

（3）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項第４号に掲げるレンタルル

ーム等の用途に供する建築物 

（4）都市計画道路東３・４・２０号線※１に面する建築物の１階部分を住宅、共同住宅、寄宿舎及

び下宿の用途に供する建築物※２ 
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（２）建築物の敷地面積の最低限度 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

① 敷地※を分割し、敷地面積の最低限度未満となった敷地には建築物を建築することはできない。 

[例２－１] 

② 「敷地面積」の算定方法は、建築基準法施行令第２条第１項第１号の規定による。 

③ 建築物の敷地として使用せず、工作物のみを設置する場合は、本規定を適用しない。 

④ 次のア・イのいずれかに該当する敷地面積の最低限度未満の土地については、その全部を一の

敷地として使用することができる。 

 ア．本地区計画決定告示日において、現に建築物の敷地として使用されている土地又は現に存す

る所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用する土地。 

[例２－２] 

 イ．本地区計画決定告示日以後に、公共施設の整備により減少することとなる現に建築物の敷地

として使用されている土地又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地とし

て使用する土地。 

[例２－３] 

 

【用語の説明】 

※ 敷地・・建築基準法施行令第１条第１項に規定する土地のことをいう。 

 

 

 

地区整備計画 

商業・業務地区－１、商業・業務地区－２ 

敷地面積は１５０㎡以上とする。ただし、土地区画整理事業での換地面積１５０㎡未満の場合は、

換地面積とする。 

住宅地区 

敷地面積は２００㎡以上とする。ただし、土地区画整理事業での換地面積２００㎡未満の場合は、

換地面積とする。 

 

〔参考〕建築基準法施行令 
 

（用語の定義） 

第１条第１項１号 

敷地 一の建築物又は用途上不可分の関係にある２以上の建築物のある一団の土地をいう。 

 

（面積、高さ等の算定方法） 

第２条第１項第１号 

敷地面積 敷地の水平投影面積による。ただし、建築基準法第４２条第２項 、第３項又は第５項の規定によっ
て道路の境界線とみなされる線と道との間の部分の敷地は、算入しない。 
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[例２－２] 地区計画決定告示日において、現に建築物の敷地として使用している土地の場合の例 

      （敷地面積の最低限度１５０㎡の場合） 

[例２－３] 地区計画決定告示日以後に、公共施設の整備により減少することとなる現に建築物の敷

地として使用している土地の場合の例（敷地面積の最低限度１５０㎡の場合） 

[例２－１] 敷地の分割例（敷地面積の最低限度１５０㎡の場合） 

①３００㎡の敷地を１５０㎡ずつに分割する場合 

②３００㎡の敷地を１７０㎡と１３０㎡に分割する場合 

３００㎡

１５０㎡ １５０㎡

３００㎡

１７０㎡ １３０㎡

×

１４０㎡１４０㎡

（地区計画決定以前）

×
７０㎡

７０㎡

×（地区計画決定後）

※分割した場合、建築不可

（地区計画決定以前）

１５０㎡ １４０㎡

道
路
（
公
共
施
設
）

７０㎡

７０㎡

× 道
路
（公
共
施
設
）

×

（地区計画決定後）

※分割した場合、建築不可
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（３）壁面の位置の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

商業・業務地区－１ 

① 当該敷地の各地盤面から高さ３.５ｍ以上の部分においては、次の各号のいずれかに該当する

建築物等の部分については、壁面の位置の制限を適用しない。 

ア．床面積※に算入されない出窓 

イ．軒、ひさし及び外気に有効に開放される部分の高さが１.１ｍ以上であり、かつ、天井の高

さの１/２以上であるバルコニー、ベランダ 

ウ．建築物からの出幅が１.０ｍ以下の袖看板 

② 壁面の位置の制限の範囲内には、次の建築物等は設置しない。 

ア．階段、門柱、地下入口、囲障 

イ．軒、ひさし、袖看板等 

ウ．その他移動が容易でないもの 

③ 東久留米駅神山線との境界線の部分は、歩道と一体的になるよう、段差は設けない 

［例３－１］ 

 

住宅地区 

 次の各号のいずれかに該当する建築物等の部分については、壁面の位置の制限を適用しない。 

ア．物置その他これに類する用途（自動車車庫、自転車置場を含む。）に供し、軒の高さが２.

３ｍ以下で、かつ、床面積※の合計が５㎡以内である建築物の部分 

イ．床面積※に算入されない出窓 

ウ．軒、ひさし、戸袋、床面積※に算入されないピロティ、ポーチ、吹きさらしの廊下、バルコ

ニー、ベランダ 

エ．床面積※に算入されない屋外階段 

［例３－３］ 

 

【用語の説明】 

※ 床面積・・算定方法は、建築基準法施行令第２条第１項第３号の規定による。 

地区整備計画 

商業・業務地区－１ 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から都市計画道路（東３・４・２０号線）の境界線までの

距離は１.０ｍ以上とする 

住宅地区 

  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線及び道路境界線までの距離は０.５ｍ以上

とする。 

〔参考〕建築基準法施行令 
 

（面積、高さ等の算定方法） 

第２条第１項第３号 

床面積 建築物の各階又はその一部で壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積による。 
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[例３－１] 壁面後退の例（商業・業務地区－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[例３－２] 隅切り部分の後退距離の例（商業・業務地区－１） 

 

東久留米駅神山線

そ
の
他
の
道
路

１ｍ

建築物建築物

道
路
境
界
線

東久留米駅神山線までの距離は１.０ｍ以上

東久留米駅神山線

１.０ｍ

地盤面から
３.５ｍ

ｈ１

ｈ２

①－イ．ひさし

①－ア．床面積に算入され
ない出窓

①－イ．バルコニー、ベランダ
ｈ１≧１.１ｍ以上かつｈ１≧１/２ｈ２

袖
看
板

①－ウ．建築物からの出幅
が１ｍ以内の袖看板

段差は設けない。

次の建築物等は設置しない。

② ア．階段、門柱、地下入口、囲障

イ．軒、ひさし、袖看板等

ウ．その他移動が容易でないもの
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[例３－３]壁面後退の例（住宅地区） 

隣
地
境
界
線

道
路
境
界
線

隣地境界線及び道路境界線までの距離は０．５ｍ以上

0.5m
以上

0.5m
以上

道路

0.5m
以上

①隣地境界線及び道路境界線までの距離の例 

②緩和規定の例 

建築物

道路

道
路

０.５ｍ

０.５ｍ ０.５ｍ

０.５ｍ

ウ．床面積に算入されない
ポーチ

隣
地

隣地

イ．床面積に算入され
ない出窓

エ．床面積に算入され
ない屋外階段

ア．軒高２.３ｍ以下、床面積合計５㎡以内の
物置、自動車車庫の部分
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（４）建築物の高さの最低限度 

 

 

 

 

＜解説＞ 

建築物の高さの算定方法は、建築基準法施行令第２条第１項第６号の規定による。 

 

地区整備計画 

商業・業務地区－１、商業・業務地区－２ 

建築物の高さは、地盤面から９ｍ以上とする。 

 

〔参考〕建築基準法施行令 
 

（面積、高さ等の算定方法） 

第２条第１項第６号 

建築物の高さ 地盤面からの高さによる。ただし、次のイ、ロ又はハのいずれかに該当する場合においては、そ
れぞれイ、ロ又はハに定めるところによる。 

 

イ 法第５６条第１項第１号 の規定並びに第１３０条の１２及び第１３５条の１９の規定による高さの算定につ
いては、前面道路の路面の中心からの高さによる。 

ロ 法第３３条及び法第５６条第１項第３号に規定する高さ並びに法第５７条の４第１項、法第５８条及び法第６
０条の３第２項に規定する高さ（北側の前面道路又は隣地との関係についての建築物の各部分の高さの最高限度
が定められている場合におけるその高さに限る。）を算定する場合を除き、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、
屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の
場合においては、その部分の高さは、１２メートル（法第５５条第１項及び第２項、法第５６条の２第４項、法
第５９条の２第１項（法第５５条第１項に係る部分に限る。）並びに法別表第４(ろ)欄２の項、３の項及び４の項
ロの場合には、５メートル）までは、当該建築物の高さに算入しない。 

ハ 棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物は、当該建築物の高さに算入しない。 
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（５）建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

① 原則として、建築物の外壁及び屋根並びに工作物の色彩は、マンセル表色系※１による基本色※２

とする。ただし、アクセントカラー※３として用いる色彩の面積は、外壁等の各面の概ね５％以下

とする。 

② 複数の色を使用する場合は、コントラスト（明度の差）が強くならないよう配慮する。 

③ 木材、土壁、漆喰、石材等の自然素材、着色していない瓦やレンガ等の材料によって仕上げら

れる部分の色彩については、彩度の規定を適用しない。 

④ 反射率が高い建築材料の使用を避ける。 

⑤ 建築設備は、道路から容易に目視できない場所に設置することとし、やむを得ず設置する場合

は、ルーバー等で目隠しを行うなど、周囲の景観に配慮する。 

⑥ 屋外階段は、建築物と一体的なデザインとし、側げた、段板等が見えないよう腰板等を工夫す

る。 

⑦ シャッターは、直接外部に面して設置することは避ける。やむを得ず設置する場合は、パイプ

シャッター等により透過性・開放性を高めるよう配慮する。 

⑧ 日よけは、必要最小程度の大きさとし、建築物と調和したデザインとする。 

⑨ 屋外広告物は、建築物のデザイン、色調と調和したものとし、必要最小限度の数、大きさとす

る。 

また、周辺環境との調和等を図るため、表示文字、マーク等デザインの工夫に努め、移動、点

滅又は回転する光源の使用を避ける。 

⑩ 屋外広告物の設置場所は、災害時の避難経路や周辺の住環境等に配慮する。 

⑪ デジタルサイネージ※４を設置する場合は、通常の屋外広告物設置に必要な配慮に加え、下記の

地区整備計画 

商業・業務地区－１、商業・業務地区－２ 

１ 建築物の外壁、屋根及び工作物の色彩は、刺激的な原色を避け、周辺景観に配慮した落ち着き

のある色彩を基調とする。 

２ 屋外広告物は、周囲の環境と調和するよう、色彩、大きさ及び設置場所に配慮したものとす

る。 

３ 高架水槽等の屋外設置物及び工作物は、建築物との一体的なデザインとなるように工夫し、周

囲からの景観に配慮したものとする。 

 

住宅地区 

１ 建築物の外壁、屋根及び工作物の色彩は、周辺景観とのコントラストを抑え、融和的な関係と

なるよう住宅地にふさわしい落ち着きのあるものとする。 

２ 屋外広告物は、周囲の環境と調和するよう、色彩、大きさ及び設置場所に配慮したものとす

る。 

３ 高架水槽等の屋外設置物及び工作物は、建築物との一体的なデザインとなるように工夫し、周

囲からの景観に配慮したものとする。 
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点に配慮する。 

  ・発光時間や明るさは、近隣の住宅や農地に配慮したものとする。 

・画面はゆっくりと切り替え、動画はゆっくりとした表現にする。 

  ・原則として、音は出さない。 

  ・突出し広告など、通りの進行方向への表示は避ける。 

  ・信号交差点付近の設置は避ける。 

 

【用語の説明】 

※１ マンセル表色系・・色相、明度、彩度を基に番号や記号で分類された色票を用いて表現する

もので、JIS（日本産業規格）により規格化された国際的な色彩に関する

尺度のことをいう。 

 

※２ 基本色・・本地区においては、マンセル表色系の５ＹＲ（黄赤）～５Ｙ（黄）系の色相につ

いては、彩度が概ね６以下、その他の色相については、彩度が概ね４以下の色のこ

とをいう。（別紙参照） 

 

※３ アクセントカラー・・基本色以外の色のことをいう。 

 

※４ デジタルサイネージ・・ディスプレイなどの電子的な表示機器を使って情報を発信するメデ

ィアの総称。電光掲示板を含む。 
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（６）垣又はさくの構造の制限 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

① 法令等の規定や安全上の理由などにより、やむを得ず設置が必要と認められる垣又は柵につい

ては、本規定を適用しない。 

② 垣又は柵の高さの測定面は、設置する場所の地盤面とする。ただし、当該箇所に極端に凸凹が

ある場合や敷地に極端な傾斜がある場合は、周囲の地盤面又は平均地盤面からの高さとする。 

   [例６－２] 

③ 道路や隣地に対して敷地に高低差があり、土留や擁壁などを設置した場合、その部分の高さ（高

低差）については、本規定を適用しない。 

[例６－３] 

④ 前面に植栽を施すなど、周辺環境に配慮したうえで、設置する垣又は柵の高さ以上の距離を道

路境界線から後退させた場合は、本規定は適用しない。 

[例６－４] 

⑤ 門柱及び門扉は本規定の適用から除外する。ただし、各道路面について１箇所あたり概ね１.

２ｍ以下かつ合計が概ね２.４ｍ以下の場合とし、これを超える場合は、当該部分について本規

定を適用する。 

[例６－５] 

⑥ 垣又は柵の色彩は、「（５）建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限」による。 

⑦ 生垣を設ける場合は、枝や葉が道路部分に越境しないよう、適切に維持管理するものとする。 

 

地区整備計画 

全地区 

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生垣又は高さ１.５ｍ以下のフェンス等とし、これら

の併用を妨げない。ただし、門柱及び門扉についてはこの限りでない。なお、生垣又はフェンス等

の基礎としてコンクリートブロック造、石造、レンガ造等を設置する場合、その構造の部分の高さ

は宅地の地盤面から０.６ｍ以下とする。 
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[例６－１] 垣柵の設置例 

（コンクリートブロックとフェンスの組合せ） 

[例６－２]垣柵の設置箇所に極端に凸凹があ

る場合の高さの測定方法 

[例６－３] 土留、擁壁等の設置例 [例６－４] 適用除外の例 

[例６－５] 門柱・門袖の例 

 

道路境界線

０.６ｍ以下

フェンス

コンクリート
ブロック等 １.５ｍ以下

測定面

 

道路境界線

０.６ｍ以下

１.５ｍ以下

フェンス

コンクリート
ブロック等

測定面

 

HIGASHIKURUME

Ａ Ｂ
Ａ、Ｂはそれぞれ概ね１.２ｍ以下
（Ａ＋Ｂは概ね２.４ｍ以下）

 

道路

敷地

測定面

土留・擁壁

０.６ｍ以下

１.５ｍ以下

道路境界線

Ｌ

Ｈ≦Ｌ
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２．その他  

（１）地区計画決定告示日時点で既に存在する建築物等の地区計画の適用について 

 

地区計画決定告示日以後に増築などを行う場合の地区計画の適用については、次の通りである。 

 

地区整備計画の項目 該当となる行為 適 用 

壁面の位置の制限 

 

増築、改築 本規定を満たさない箇所につ

いて当該行為を行う場合、本

規定を満たすような計画とす

る。 

建築物等の形態又は色彩その

他の意匠の制限 

色彩等の変更、 

屋外広告物の変更 

本規定を満たすような計画と

する。 

垣又はさくの構造の制限 改築 本規定を満たすような計画と

する。 

色彩については「建築物等の

形態又は色彩その他の意匠の

制限」の規定を適用する。 

 

（２）建築物の敷地が地区計画区域の内外にわたる場合の地区計画の適用について 

 

建築物の敷地が地区計画の区域内と区域外にまたがる場合の地区計画の適用については、次の通

りである。 

 

地区整備計画の項目 適 用 

・建築物等の用途の制限 

・建築物の敷地面積の最低限度 

 

敷地の過半が、地区計画区域内の場合にお

いて敷地全体に適用 

※過半に満たない場合は、適用外 

・壁面の位置の制限 

・建築物等の高さの最低限度 

・建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

・垣又はさくの構造の制限 

地区計画区域内にかかる建築物等の部分

にのみ適用 

※地区計画区域外は、適用外 

 

（３）地区計画に係る壁面後退部分の使用に関する協定について 

 

建築物の壁面の位置の制限が定められた都市計画道路沿道区域においては、壁面後退部分を将来

に渡って快適な歩行空間及び都市環境空間として確保するため、別途市長との間で協定を締結する

ものとする。



 

 

別紙 

基本色について 

 

                                  基本色の範囲 

 

（注）ここで示している色は、印刷色のため正確な色を表すものではない。実際の色については、色

票や塗料見本を参照すること。 

 


